
公益社団法人

東京都医師会

東京都医師会　東京都福祉保健局　東京商工会議所　共催

　職場で感染症患者が発生した場合、職場内で感染が広がることが 
危惧され、インフルエンザやノロウイルス等の身近な感染症により 
企業活動に支障が出ることもあり得ます。平成24年から25年に 
かけての大規模な風しんの流行では、患者の大多数が働く世代でした。
　 「感染症対応力向上プロジェクト」は、東京都が、東京商工会議所
及び東京都医師会と連携し、企業の感染症対策を支援する取組で
す。従業員の健康維持や、企業のリスク管理の一助となるこの取組
に、 多くの企業のご参加をお願いします。

お申込みは簡単です。申込書を記入して事務局に提出いただくだけで、
開始することができます。
ご不明点がございましたら、遠慮なく事務局にお問い合わせください。

職 場 で 始 め る ！
申し込み

感染症対応力向上感染症対応力向上感染症対応力向上
プロジェクトプロジェクトプロジェクト

募 集 案 内募 集 案 内募 集 案 内

申し込みから達成までの流れ

●申込書を記入して、ＦＡＸにて事務局までお送りください。
　（郵送または電子メールでもお受けいたします）

教材等送付
●事務局から、教材等を提供いたします。
●「協力企業」として東京都のホームページで公表します。
※「協力企業」のホームページ掲載期間は 6 か月間となります。 

実施
●教材等を利用して、実施していただきます。
●質問などございましたら、事務局にお問い合わせください。

完了報告
●基準を達成されましたら、教材等に同封されている報告書に記入して、
　事務局まで提出をお願いいたします。

達成

問合せ先・申込先

●基準達成を確認できたら、達成確認書を郵送いたします。
●「達成企業」として東京都のホームページで公表します。

人事・労務担当部署にご回覧ください！

事務局：東京商工会議所　サービス・交流部
電話：０３－３２８３－７６７０　FAX：０３－３２１１－８２７８

メールアドレス：kenko1@tokyo-cci.or.jp

〒100-0005　東京都千代田区丸の内２－５－１　丸の内二丁目ビル

★ 東京都のホームページ URL
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/iryo/kansen/project/project-start.html

東京都 職場で始める

（平成29年10月改訂版）



　東京都が、東京商工会議所及び東京都医師会と連携し、企業の感染症対策
を支援するプロジェクトです。

感染症対応力向上プロジェクトとは

1.  東京都内に所在する「会社」、「会社以外の法人」、「個人事業主」
     （以下、「企業等」という。）

2.  東京都内に所在する企業等の事業所 
     ※企業等でのお申込みだけでなく、事業所（本社、営業所、支店等）単位でのお申込
      みも可能です。

3.  東京都内に所在する企業等の事業所の部署
     ※部署単位で申し込む場合は、1 事業所につき、1 部署限りとなります。

4.  ただし、東京都が不適当とみなした企業等は対象となりません。

対象

　企業の実情に応じて、以下の３コースから選択できます。コースは同時に
複数選択しても構いません。

各コースの内容

参加申込みをした企業を「協力企業」、コースの基準を達成した企業を「達成企
業」として都において公表し、取組をＰＲします。（ご希望により公表しないこと
も可能です）　
※「協力企業」のホームページ掲載期間は6か月間となります。
※コースⅢは到達段階（風しん抗体保有者が従業員の7割・8割）に応じて企業名・事業
　所名を掲載

※１　感染症基礎知識ドリルの提供は、e ラーニング形式、PDF データの送付又は 1 部印刷したものの送付（必
　　　要部数を企業等においてコピー）からお選びください。
※２　BCP ひな形及び作成ガイドの提供は、ワード文書データの送付又は 1 部印刷したものの送付（必要部数
　　　を企業等においてコピー）からお選びください。
※３　コースⅠ及びコースⅢの達成基準における従業員数の考え方を以下に示します。

・  従業員数の算出方法は、以下のいずれかの単位で算出し、いずれを採用するかは申込企業等が選択できます。
（１）日単位
　　従業員数　＝　正規社員　＋　非正規社員のうち、正規社員の正規の勤務日数の半分以上勤務する者
　　【例１】正規の勤務日数が１月当たり２０日の場合、１月当たり１０日以上
　　【例２】正規の勤務日数が１週当たり５日の場合、１週当たり３日以上

（２）時間単位
　　従業員数　＝　正規社員　＋　非正規社員のうち、正規社員の正規の勤務時間の半分以上勤務する者
　　【例１】正規の勤務時間が１週当たり４０時間の場合、１週当たり２０時間以上
　　【例２】正規の勤務時間が１日当たり８時間の場合、１日当たり４時間以上

・  「社員」とは、会社以外の法人等における「職員」等を含むものとする。
・  「非正規社員」とは、正規社員以外の雇用関係にある一切の者とする。 【例】派遣社員、契約社員、非常勤職員、嘱託員、
    アルバイト、パートタイム等

都のホームページに企業名等を掲載

▶東京商工会議所、東京都医師会、東京都の三者が連携して推進する体制を構築し、
　　それぞれの強みを生かしながら、参加企業をアシストします

▶必要な知識の習得や風しん予防対策など、実践すべき取組を３コース設定
　　企業は実情に応じたコースを選択して、すぐに取り組むことができます

▶各コースとも、支援ツールの提供などにより企業の取組をサポートします
　　参加した企業を、東京都のホームページで公表し、取組をＰＲします

●企業等への事業周知（説明会等において経営戦略上のメリットをアピール）
●企業へのフォロー（相談、支援等）

東京商工会議所

●予防接種等協力医療機関の確保
●産業医や地域産業保健センターの
　協力体制の確保

東京都医師会

●取組コース設定や教材等作成・提供
●参画企業を都のホームページで公表し、
　取組をＰＲ

東　京　都

都内の
企業等

連携・協働 連携・協働

連携・協働

①企業団体、医師会、行政が後押し

②企業にとり、やるべきことが明確な「コース」設定

③ツール提供などにより参加企業をサポート

コースⅠ  感染症理解のための従業者研修

コースⅡ  感染症ＢＣＰ（業務継続計画）の作成

コースⅢ  風しん予防対策の推進

コ ー ス 目　　的 事業所で実施すること 提供する教材等 達成基準

□ コースⅠ

感染症理解の
ための従業者
研修

従業員一人一人
が感染症予防に
必要な知識を習
得する。

職場で感染症患者
が発生しても業務
が円滑に継続でき
るようにする。

職場での風しん流

行を防止する。

従業員一人一人が感染
症の予防やまん延防止
ができるよう、自習教
材を活用して基礎知識
を習得する。

提供されるひな形等を 
活用して、事業所単位の
ＢＣＰを作成する。

従業員の抗体（免疫） 保
有を確認し、抗体を 保
有しない従業員には 予
防接種等を促すことで、
風しん抗体保有率を 上
げる。

●感染症基礎知識ドリル
　（自習教材） ※１
●実施ガイド
●報告用紙

●ＢＣＰひな形 ※2
●ＢＣＰ作成ガイド
●報告用紙

●コースⅢ実施ガイダンス
●予防接種等協力医療機関
　の紹介
●啓発用ポスター
●報告用紙

従業員の
8割 以 上 が
教材受講
※3

事業所単位
で の
BCP作成

風しん抗体
保有者が
従業員の
9割以上
※3

□ コースⅡ

感染症ＢＣＰ
（業務継続計
画）の作成

□ コースⅢ

風 し ん 予 防 
対策の推進
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感染症対応力向上プロジェクト　申込書

問合せ先・申込先

事務局：東京商工会議所　サービス・交流部
電話：０３－３２８３－７６７０　FAX：０３－３２１１－８２７８

メールアドレス：kenko1@tokyo-cci.or.jp

〒100-0005　東京都千代田区丸の内２－５－１　丸の内二丁目ビル

「感染症対応力向上プロジェクト」に申し込みます。

１．企業／事業所情報 

３．ホームページでの企業名公開

２．申込コース

公開を希望します 　　　　　　　　　　　　公開を希望しません

平 成 　 　  　 年 　 　 　 　 月 　 　 　 　 日

担当者所属・氏名：
TEL： 　　　　　　　　　　　FAX：
メールアドレス：

印

業

名　（男性：　　 　名、　女性　　  　名）　

資　本　金 円
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